
農林水産政策研究所 [主要国農業政策・食料需給]プロ研資料 第 15 号（2026.3） 

1 

第４章 米国 

―トランプ政権の貿易政策と米中貿易摩擦の影響― 

勝又 健太郎 

１．はじめに 

 米国トランプ政権は，「米国第一（America First）」の理念の下，国家安全保障の観点か

ら，貿易政策について，国内の製造業の基盤，雇用，国際競争力の強化，公衆衛生の確保

を実現する手段としても位置付け，貿易赤字の是正を図り，追加関税の賦課による高関税

政策を実施してきている。 

第二次トランプ政権における貿易政策の動向やその影響については，第一次トランプ政

権における場合と同様のパターンを繰り返している。つまり，高関税政策を実施した結果，

米中貿易摩擦の発生，中国への大豆輸出の減少，米中間の貿易交渉と合意，大豆生産者へ

の支援措置の実施という過程を辿っているところである。 

 そこで，本稿は，第一次政権と第二次政権における貿易政策と米中貿易摩擦の動向やそ

の影響について比較分析することにより，トランプ政権における貿易政策と米中貿易摩擦

の影響について構造的に把握することを試みる（本稿では，米中貿易摩擦において米国の

農産物の中で輸出に最も影響があった大豆に焦点を当てた分析を行う）。 

まず，第２節では，第一次と第二次トランプ政権の貿易政策と米中貿易摩擦をめぐる動

向について整理する。 

次に，第３節では，以上の整理に基づき，追加関税の発動時期と貿易摩擦の期間，米国

産大豆の輸出の動向，米国の大豆生産者の経営状況の観点から，第一次政権と第二次政権

における状況を比較分析する。 

最後に，第４節で今後のポイントを列挙することにより，まとめとする。 

なお，本稿において「年度」は，特に言及のない限り，「作物年度」を意味するものとす

る（大豆の作物年度は，毎年 9 月から翌年 8 月までである）。 

２．トランプ政権の貿易政策と米中貿易摩擦の動向 

（１）第一次政権における米中貿易摩擦の経緯と農業支援策（１）

１）米中貿易摩擦の経緯

2018 年 7 月 6 日，米国は，不公正な通商慣行に関する懸念を理由として，中国からの

様々な輸入品に対し 25％の追加関税措置を実施した。これは，1974 年通商法 301 条に基

づくものであり，米国通商代表部（USTR）が調査を行った結果，中国による米国の知的
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財産権の侵害，強制的な技術移転の要求等が，不公正な通商慣行に該当し，米国の商業的

利益を損なっていると判断されたことにより実施されたものである。 

 これに対し，中国も同日，米国からの大豆を含む様々な輸入品に対して 25％の報復的な

追加関税を賦課した。これを契機として，いわゆる「米中貿易摩擦」が本格化し，2018 年

8 月および 9 月には，両国が相互に追加関税の対象品目を拡大する事態となった。 

このような状況下，2018 年 12 月 1 日に米中首脳会談が行われ，会談後の米国大統領

府の発表によると，農産物貿易に関しては「中国が相当量の農産物を米国から輸入する。

また，当該農産物の購入を直ちに開始すること」が合意される等摩擦の解消への動きが見

られた。しかしながら，2019 年 9 月に米国が再び追加関税を賦課する対象品目を拡大す

ると，中国も追加関税を賦課する対象品目を拡大するとともに，2018 年に賦課した追加

関税の対象品目の一部について関税をさらに引き上げる措置を実施した（大豆の関税率は 

30%に引き上げられた）。 

その後も両国により貿易摩擦の解消に向けた協議が断続的に行われた結果，2019 年 12 

月に第一段階の合意に達し，「米中両政府間の経済と貿易に関する合意（Economic and 

Trade Agreement Between the Government of the United States of America and The 

Government of the People’s Republic of China）」として，2020 年 1 月 15 日に署名さ

れ，2 月 14 日に発効された。 

この第一段階の合意においては，農産物の貿易について，2017 年の中国による米国か

らの輸入額（約 240 億ドル）を基準として，中国が，2020 年に当該基準より少なくとも 

125 億ドル多く輸入すること，また，2021 年には少なくとも 195 億ドル多く輸入するこ

ととされた（当該農産物は，油糧種子（大豆），食肉，穀物，綿花，その他農産品，魚介物

である）。また，中国は 2019 年 9 月に追加で賦課した関税を 2020 年 2 月 14 日に引

き下げ（大豆の関税率は 27.5%に引き下げられた），さらに，中国は，追加関税を賦課して

いた輸入品の一部（大豆を含む）について追加関税の免除申請を 3 月 2 日から一年間受

け付けることとした。この免除制度は，その後複数回延長され，現在は，2026 年 12 月 31

日まで延長されている（２）。 

 

２）農家支援策の概要 

2018 年 7 月，米国農務省は，中国等による「不当な報復措置」によって生じた農産物

の輸出の減少による損害を補償するための農業者に対する支援策（直接支払い）である市

場促進プログラム（Market Facilitation Program：MFP）を講じることを発表した。 

対象となる農産物は，大豆，小麦，とうもろこし等である。支給総額は最大で 100 億ド

ル（大豆生産者には約 73 億ドル）とされた。また，各農業者への支給額は，品目ごとの

単位量当たりの単価に 2018 年の各農業者の生産量を乗じた額であり，単位量当たり単価

は，品目ごとに報復関税による米国の輸出の減少総額を推定し，2018 年の米国の総生産量

で除して算定された。 

さらに 2019 年 6 月になると，米国農務省は，MFP を 2019 年にも再び講じることを
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発表した。2019 年の MFP は，支給総額が最大で 145 億ドル（Glauber(2019)によると，

大豆生産者には約 48 億ドルが支給されると推定）である。 

対象品目については，①非園芸作物（non-specialty crops）（穀物，油糧種子等），②園

芸作物（specialty crops）（果実，ナッツ），③畜産物（animal products）の三種類に分類

し，品目数も増加している。 

大豆を含む非園芸作物の支給単価については，郡（county）別にエーカー当たりの単価

として，非園芸作物を品目横断的にまとめて設定された。具体的には，2018 年と同様な方

法で品目別の単位量当たりの支給単価を算定した上で，品目別の単価に品目別の生産量を

乗じたものを全品目について合計し，合計額を全品目の作付面積（エーカー）で除するこ

とによりエーカー当たりの単価を算定している。なお，当該単価の下限は 15 ドル，上限

は 150 ドルに設定された。 

 

（２）第二次政権における米中貿易摩擦の経緯と農業支援策 

 

１）米中貿易摩擦と米中貿易合意の経緯 

第二次トランプ政権における米中貿易摩擦は，以下のとおり，米国の中国に対する一連

の追加関税措置（フェンタニル関税と相互関税）とそれに対する中国の報復的な追加関税

措置の実施という形で展開された（３）。 

米国は，まず，フェンタニルその他の合成麻薬性鎮痛薬が違法な流通ネットワークを通

じて米国に流入していることが，公衆衛生上の危機を含む国家緊急事態に該当するとして，

国家緊急事態法（National Emergencies Act）に基づき国家緊急事態を宣言し，中国当局

が犯罪カルテルに流入するフェンタニルの前駆体化学物質の流れを食い止め，国際的犯罪

組織によるマネーロンダリング資金洗浄を封じ込めるために必要な措置を講じてこなかっ

たとして，国際緊急経済権限法（International Emergency Economic Powers Act）に基

づき，中国からの全ての輸入品に 10%の追加関税（フェンタニル関税）を発動した（2025

年 2 月 4 日）（４）。さらに，フェンタニル関税を 10%から 20%に引き上げた（2025 年 3 月

3 日）。これに対し中国は，米国産の様々な農産物に対して 10％～15％の追加関税（大豆

は 10％）を賦課した（2025 年 3 月 10 日）。 

また，米国は，米国の大規模で恒常的な貿易赤字については，国内製造業の空洞化，防

衛産業基盤の敵対国への依存等をもたらすことから，国家安全保障上の脅威と位置付ける

とともに，貿易赤字の原因は（米国産品の競争力を阻害する）貿易相手国による米国と非

相互的である関税や非関税障壁にあるとして，貿易赤字を是正するために「相互関税

（reciprocal tariff）」を貿易相手国の輸入品に課すこととした。相互関税についても，フェ

ンタニル関税の場合と同様に，国際緊急経済権限法（IEEPA）に基づき，全ての貿易相手

国からの輸入品に対する追加関税措置を公表した（2025 年 4 月 2 日）（５）。中国に対する

相互関税は当初 34%と設定されたが，2025 年 4 月 8 日から 9 日にかけて当該関税の段階

的な引き上げ（34%から 84%，さらに 125%に引き上げ）を行った。 
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中国は，2025 年 4 月 3 日から 11 日にかけて，米国の関税引き上げに対応して，米国産

品への追加関税を 34％から 84％へ，さらに 125％へと段階的に引き上げる措置を講じた。 

このような状況下，2025 年 5 月，米中協議が行われ，米中両国は，関税措置の一部停止

について合意した。すなわち，両国が導入した相互関税を一時的に 125％から 10％に引き

下げることとし（125％を 34％に引き下げ，そのうち 24％ポイント分の執行を停止する），

当該引き下げの期間については，2025 年 5 月 14 日から 2025 年 8 月 12 日までの 90 日間

とされた（６）。 

その後，2025 年 7 月末に実施された米中経済貿易協議の共同声明を 8 月 11 日に公表

し，米中両国は，相互関税の停止措置を 2025 年 8 月 12 日から 11 月 10 日まで，90 日間

延長することとされた（７）。 

さらに，2025 年 10 月末には，米中間で経済貿易関係に関する合意が成立し，米中両国

は，相互関税の停止措置（10％のみを適用する措置）を 2026 年 11 月 10 日まで再延長す

ることとした。また，米国は同日より，中国が米国に向けた合成麻薬フェンタニルの流入

を防止するための措置を履行することを条件に，フェンタニル関税について 2025 年 11 月

10 日から 20％から 10％へ引き下げる措置を講じた。これに対応して，中国は，2025 年 3

月以降に発表した米国の関税措置に対する全ての追加関税（大豆は 10％）を停止すること

とした。加えて，中国は米国産大豆を 2025 年 11 月から 12 月に少なくとも 12 百万トン

購入し，2026 年から 2028 年に毎年少なくとも 25 百万トンを購入することとした（８）。 

しかしながら，2026 年 2 月 20 日に連邦最高裁判所により，国際緊急経済権限法は大統

領に関税を賦課する権限を与えていないとして，フェンタニル関税と相互関税の賦課は違

法であると判断されたことにより，両関税が失効した（９）。 

同日，トランプ政権は，1974 年通商法 122 条に基づき 2026 年 2 月 24 日から 150 日間

の暫定的な追加関税 10％を課す大統領布告を発した（追加関税の法定上限が 15％である

ため，今後，15％に引き上げられる可能性もある）（10）（2026 年 2 月 21 日時点）。 

 

２）農業支援策の概要（11） 

2025 年 12 月，トランプ大統領はロリンズ米国農務長官等とともに，米国農務省が一回

限りの「農業者橋渡し支援（Farmer Bridge Assistance：FBA）」を農業者に提供すること

を公表した。この措置は，過去 4 年間のバイデン政権による失政の後も，農家に影響を与

え続けている一時的な貿易市場の混乱と生産コストの上昇に対応するために，2025 年度

における損失の一部を補填するものとされている。 

2025 年 7 月に成立した通称「ワン・ビッグ・ビューティフル・ビル法（One Big Beautiful 

Bill Act）」において大豆，とうもろこし，小麦などの主要な対象作物について，農業法に

規定する作物プログラムに係る参照価格（reference prices）が引き上げられること等経営

安定対策が強化されることとなっているが，強化後の直接支払いについては，2026 年 10

月 1 日に支給される予定であるので，それまでの間，生産者を支えるための「橋渡し

(Bridge)」として提供されるという意味が FBA の名称には込められている。（FBA プログ
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ラムの対象となる農家は，2026 年 2 月 28 日までに支払いが行われることとなっている）。

なお，総額 110 億ドルが，大豆，とうもろこし，小麦等の生産者に支給される。 

 

３．第一次政権と第二次政権における貿易政策と米中貿易摩擦の影響に関する

比較分析 

 

本節では，トランプ政権の貿易政策と米中貿易摩擦の経緯とその影響について，①追加

関税の発動時期と貿易摩擦の期間，②米国産大豆の輸出の動向，③米国の大豆生産者の経

営状況（収支状況）の観点から，第一次政権と第二次政権における状況を比較分析する。 

 

（１）追加関税の発動時期と貿易摩擦の期間 

 

第一次政権では，1974 年通商法 301 条に基づく中国の不公正な通商慣行に対する調査

が 2017 年 8 月に開始された後，同法に基づき，中国への協議の要請（中国は調査に反対

を表明して協議は実質的に進展しなかった），公聴会やパブリックコメントの募集等の手

続きを経て，2018 年 3 月に不公正な通商慣行が米国の商業的利益を損なっているという

趣旨の調査の最終報告書が発出され，その後，対応措置（追加関税）の選択・決定がされ

て，2018 年 7 月にようやく追加関税が賦課された。 

このように調査開始から追加関税の賦課まで約 10 か月半を要するとともに，約 1 年 7

か月半という長期の貿易摩擦を経て米中合意（2020 年 2 月発効）に至った。 

一方，第二次政権では，国際緊急経済権限法を活用し，2025 年 1 月 20 日の大統領就任

後，約 2 週間後に追加関税（フェンタニル関税）が発動（2025 年 2 月 4 日）されるとと

もに，2025 年 10 月の米中合意までの展開が加速された（追加関税の発動から合意まで約

9 か月）。 

 

（２）米国産大豆の輸出の動向 

 

米国産大豆の輸出の動向について，米国産大豆の輸出成約高の動向とその輸出先別の構

成比の変化により確認していくこととする。 

米国産大豆の輸出成約高（Total Commitments）について，輸出先を中国，中国以外の

主要輸出先国（EU，メキシコ，エジプト，日本，インドネシア，台湾の合計），その他地

域に区分し，2014 年度から 2025 年度（2026 年 1 月までの年度途中の参考値）までの推

移を示した（第 1 図）。なお，中国以外の主要輸出先国は，米国産大豆の輸出成約高の 2014

年度～2024 年度の年間平均値が 100 万トン以上の国である上記 6 か国として整理した。 

総輸出成約高は，2014 年度に約 50.6 百万トンであり，2016 年度には約 60.5 百万トン

まで増加している。この間，中国向けの増加が 2014 年度に約 29.6 百万トン，2016 年度

には約 36.7 百万トンと大きく伸びており，2014 年度から 2016 年度にかけては，中国向
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けの増加が，総輸出成約高の増加を牽引したと言える。輸出先別の構成比（％）でみても，

中国向けは高水準で推移しており，2016 年度には 60.6％を占めるなど，当該期間の米国

産大豆の輸出は，中国需要に対する依存度が高い構造であったと整理できる（第 2 図）。 

2018 年 7 月から始まった米中貿易摩擦を背景として，中国向け輸出成約高は 2017 年度

以降に減少し，2018 年度と 2019 年度にかけて大きく減少した。中国向けは 2016 年度の

約 36.7 百万トンから 2018 年に約 14.2 百万トン，総輸出成約高も 2016 年度の約 60.5 百

万トンから 2018 年度に約 48.7 百万トンへ減少している。構成比でも，中国向けは 2016

年度の 60.6％から 2018 年度には 29.1％まで大きく減少しており，中国への依存度が大き

く減少した局面であった。一方，中国向けが減少した局面では，中国以外の主要輸出先国

（6 か国合計）が増加し，主要輸出国向けの構成比は 2016 年度の 25.5％から 2018 年度に

は 46.4％まで増加した。主要輸出国向け成約高は 2018 年度に約 22.6 百万トンに達してお

り，中国向けの減少分の代替的な輸出先として一部補完する役割を果たした。さらにその

他地域向けの構成比も同期間に上昇しており，2016 年度の 13.9％から 2018 年度には

24.5％へ増加し，成約高は 2016 年度の約 8.4 百万トンから 2018 年度の約 11.9 百万トン

まで増加した。 

 

 

第１図 米国の大豆の輸出成約高（輸出先別）の推移 

資料：USDA/FAS，Export Sales Query System のデータより筆者作成。 
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第２図 米国の大豆の輸出成約高（輸出先別）の構成比（％）の推移 

資料：USDA/FAS，Export Sales Query System のデータより筆者作成。 

 

2020 年の米中第一段階貿易合意もあり，2020 年度には中国向け輸出成約高が回復した。

2020 年度の総輸出成約高は約 62.4 百万トンとなり，対象期間中で最も高い水準に達した。

中国向けも 2020 年度には約 36.1 百万トンまで回復し，構成比も 57.8％と高水準に戻っ

た。しかし，その後は中国向けが減少傾向にあり，中国向けは 2023 年度に約 24.4 百万ト

ン，2024 年に約 22.5 百万トンと減少している。構成比も 2023 年度は 53.7％，2024 年度

は 44.3％と減少しているが，これは中国が輸入先をブラジル等南米にシフトさせている影

響があると考えられる。このため，2023 年度にかけて総輸出成約高も減少した。一方で

2024 年度は，中国向けの成約高が減少したにもかかわらず，中国以外の主要輸出国向けと

その他地域向けの成約高が増加し，中国向けの減少を上回って総輸出成約高が増加した。

これは米国による輸出先の分散化（多角化）が進展したことを示唆している。 

2025 年度（年度途中（2026 年 1 月）参考値）には，第二次政権での米中貿易摩擦の影

響もあり，中国向けが主要輸出国向け未満となり，その他地域向けが中国向けと同水準ま

で増加しているが，その他地域向けの構成比が 28％と過去最大に達している点が特に注目

される。中国向けが減少した場合に主要輸出国向けが代替先として増加するという従来の

構図に加え，南アジア（パキスタン，バングラデシュ），北アフリカ（チュニジア，アルジ

ェリア），東南アジア（ベトナム，タイ）等複数の新興市場へ代替的輸出先が分散する傾向

が強まっている可能性がある。 
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以上のように，一貫して中国向けの増減が輸出変動に大きく影響しているが，中国への

輸出の減少局面では，中国以外の主要輸出国向けやその他地域向けが一部代替する構造が

確認できる。第二次政権において見られた中国の代替的輸出先の分散化という構造的変化

の傾向が，2025 年度の最終時点においてどの程度定着していくのか注視する必要がある。 

 

次に，中国の代替的な輸出先として機能してきた主要輸出先国のうちの一つである我が

国への大豆の輸出（米国の対日大豆輸出成約高）の動向を確認する（第３図）。 

 

第３図 米国の大豆の日本向け米国産大豆の輸出成約高の推移 

資料：USDA/FAS，Export Sales Query System のデータより筆者作成。 

 

2014 年度から 2016 年度にかけて，日本向け輸出成約高は 2.3 百万トン前後で推移し，

大きな変動はみられなかった。同期間は中国向けが増加したため，総輸出成約高に占める

日本の構成比は相対的に低下した。 

既に述べたとおり，2018 年 7 月から始まった米中貿易摩擦の影響で，中国向け輸出成

約高は 2017 年度に減少し，2018 年度および 2019 年度にかけて大きく減少した。これを

背景として，日本向けが 2017 年度から増加し始め，2018 年度から 2019 年度には，2.5 百

万トン以上まで増加し，構成比でも 5％以上を占めた。これは，中国向けの減少局面にお

いて，日本が米国産大豆の代替的な輸出先の一角として機能したことを示している。 

その後，米中第一段階合意等も背景として 2020 年度に中国向けの輸出が回復すると，

日本向けは低下し，構成比も 4％未満に低下したが，2021 年度になると中国向けが減少す

るとともに，日本向けが再び増加するという従来のパターンが見られた。しかしながら，

2022 年度から 2023 年度にかけては，米国産大豆の総輸出成約高が減少する中で，日本向
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けも減少したが，中国向けの減少が相対的に大きかったことから，日本の構成比は逆に増

加した。 

2024 年度以降は，日本向け輸出成約高が減少するとともに，構成比も低下した。これは，

すでに述べたように，中国向けが減少した場合の代替輸出先として新興市場へ輸出が分散

する傾向が強まっている可能性を反映しているものと考えられる。 

なお，米国が日本に対して賦課した相互関税に関する「2025 年 7 月 22 日の日米間の枠

組み合意についての共同声明」においては，「バイオエタノール（持続可能な航空燃料向け

を含む），大豆，とうもろこしおよび肥料を含む国内消費向けの米国の農産品並びに他の米

国の製品の追加購入を年間計 80 億ドル規模で実施」とされており，大豆を含む米国の農

産物の輸入に関して具体的数値が設定されたことから，米国から日本への大豆の輸出にど

のような影響を及ぼしていくのか注視する必要がある（12）。 

 

（３）大豆生産の経営状況（収支の試算と直接支払いの効果） 

 

大豆生産者の経営状況について，単位作付面積（１エーカー）当たりの収支を試算する

ことにより，農家支援策（直接支払い）の効果等を確認する。 

 

１）試算に係る概念の定義 

（ⅰ）「生産額」とは，単位量（１ブッシェル）当たりの価格（収穫時の価格）に単収（１

エーカー当たりの生産量）を乗じたものとする。つまり，１エーカー当たりの生産物の販

売収入額とも捉えられる。 

（ⅱ）「総収入」とは，生産額（販売収入額）に作物プログラムにおける直接支払い（ARC: 

Agriculture Risk Coverage と PLC: Price Loss Coverage），農業保険金や作物プログラム

以外の特別支払い（MFP，FBA 等）を加算したものとする。 

（ⅲ）「支出額」は，生産に投入した物財費（種苗，肥料，農薬・薬剤，光熱動力，農機

具），雇用労働に係る賃金，修繕費等の生産するために実際に支出した金額とする。 

（ⅳ）「総費用」とは，支出額に生産に係る機会費用（家族労働費，自作地地代，自己資

本利子について擬制的に計算）を加算したものとする。 

（ⅴ）「利益」とは，総収入と支出額の差額とする。 

（ⅵ）「利潤」とは，総収入と総費用の差額とする。 

 

２）試算データと試算方法 

（ⅰ）単位作付面積（１エーカー）当たりの生産額，総費用，支出額 

USDA/ERA, Data Products, Commodity Costs and Returns のデータを使用した。た

だし，2025 年度の総費用，支出額については予測データであり，また，2025 年度の生産

額については，USDA/ERA, Data Products, Commodity Costs and Returns にデータが

ないことから，USDA, WASDE Report の価格と単収の予測データを用いて試算した。 
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（ⅱ）単位作付面積（１エーカー）当たりの直接支払い 

①作物プログラムにおける直接支払い（ARC と PLC）については，大豆への支給総額

データ（USDA/FAS, ARC and PLC Data）を大豆の総作付面積データ（USDA/ERA, Data 

Products, Oil Crops Yearbook と USDA, WASDE Report）で除した値とした。ただし，

2024 年度と 2025 年度の ARC と PLC については，USDA/FAS, ARC and PLC Data にデ

ータがまだ記載されていないため，2024 年度については farmdocdaily(2025a)の推定値，

2025 年度については farmdocdaily(2025b)の予測値を使用した。 

② MFP に つ い て は ， 大 豆 へ の 支 給 総 額 デ ー タ （ Congressional Research 

Service(2019a)(2019b) , Glauber(2019)）を大豆の総作付面積で除した値である。 

CFAP（Coronavirus Food Assistance Program）については，大豆への支給総額データ

（USDA, Coronavirus Food Assistance Program 1 Data と USDA, Coronavirus Food 

Assistance Program 2 Data）を大豆の総作付面積で除した値である。 

ECAP については，支給単価データ（USDA/FSA），FBA については，支給単価データ

（USDA(2025b)）の値である。 

（ⅲ）単位作付面積（１エーカー）当たりの農業保険金 

USDA/RMA, Summary of Business のデータを用いて，大豆の純保険金総額を計算し

て，大豆の総作付面積で除した値である。 

 

３）試算結果と直接支払いの効果（第４図，第５図） 

生産額が支出額を上回っており，利益は生じている。2014 年度から 2017 年度にかけて

は，農業法等に基づき制度化されている基本的な経営安定対策である作物プログラムの直

接支払い（ARC と PLC）と農業保険金の補填があれば，総収入が経済合理的水準（総収

入が総費用をカバーする，つまり機会費用も賄える水準）に達していた（2015 年度は，総

収入は総費用の 98％をカバー）。 

しかしながら，第一次トランプ政権における米中貿易摩擦の期間中である 2018 年度と

2019 年度においては，価格が下落して，作物プログラムの直接支払い（ARC と PLC）と

農業保険金による補填のみでは総費用をカバーできない状況となった。このため，特別支

払いである市場促進プログラム（MFP）が支給されたことより，総収入を経済合理的水準

以上に維持することが可能となった。 

2020 年度以降は，コロナ禍，2022 年度以降はロシアによるウクライナ侵攻期に総費用

が上昇したが，価格も上昇したため，2023 年度にかけて生産額のみでも利潤が生じてお

り，経済合理的水準以上の十分に高所得の状況であった（2020 年のコロナによる市場混

乱・販売損失対策の特別支払いである CFAP（Coronavirus Food Assistance Program）

は，2020 年 1 月から 7 月末までの価格下落幅に基づいて支給単価が設定されたが，2020

年後半期には大豆の価格は上昇したことから，過剰な補填であった）。 

ところが，2024 年度になると総費用が高止まりのままである一方，大豆の価格が下落

し，作物プログラムや農業保険のみでは総費用をカバーできない状態になったためため，
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緊急支援特別支払いである ECAP（Emergency Commodity Assistance Program）が支給

されたが，十分な補填とは言えない状況であった。2025 年度においても第二次トランプ政

権における米中貿易摩擦の影響もあり，価格は低迷したままであり，2024 年度と同様に特

別支払いである FBA が支給されたが，補填が十分でない状況が継続している（米国大豆

協会は，大豆生産者は中国との貿易摩擦による経済的損害を引き続き被っており，FBA に

よる支払いは，そうした損失を補填するには不十分であるとしている（13））。 

第一次政権では，米中貿易摩擦の影響で輸出が減少した大豆農家に十分な補填（MFP）

が行われた。これは，MFP の支給単価が米国の大豆の輸出減少総額（つまり，経済的損害

総額に相当するもの）の推定値に基づき算定されたためである。一方，第二次政権におい

て FBA の支給額が不十分と言われる水準となったのは，米中貿易摩擦は一時的な貿易市

場の混乱とされ，FBA が 2025 年度の損失の一部を補填する「橋渡し」的なものと位置付

けられたためである。 

このような状況を踏まえ，議会では追加支援策の検討の動きも見られる（例えば，2025

年 1月に下院農業委員会の議員が 170億ドルの追加的な農家支援を提供する内容を盛り込

んだ Farm and Family Relief Act 法案を発表した等の報道がある（14）が，これを含めて追

加的な農家支援策に関する法案は 2025年 2月 21日時点では農業委員会には提出されてい

ない）。 

 

 

第４図 大豆の価格の推移 

資料：USDA/ERA, Data Products, Oil Crops Yearbook, USDA, WASDE Report のデータより筆者作成。 
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                            第５図 大豆の収支状況 

資料：USDA/ERA, Data Products, Commodity Costs and Returns, USDA/RMA, Summary of Business, USDA/FAS, ARC and 

PLC Data, Congressional Research Service(2019a)(2019b) , Glauber(2019), USDA, Coronavirus Food Assistance Program 1 Data, 
USDA, Coronavirus Food Assistance Program 2 Data, USDA/FSA, USDA(2025b), Farmdocdaily(2025a,b) ,USDA/ERA, Data 

Products, Oil Crops Yearbook, USDA, WASDE Report のデータより筆者作成。 

 

４．おわりに 

 

本稿においては，トランプ政権の貿易政策と米中貿易摩擦をめぐる動向とその影響等に

ついて，第一次政権と第二次政権における状況を比較分析して構造的把握を試みた。以上

を踏まえ，今後，注目するべきポイントは以下のとおりである。 

 

（１）連邦最高裁判所による違法判決により，中国に課していた国際緊急経済権限法に基

づくフェンタニル関税と相互関税が失効した結果，これらの関税と中国による米国産大豆

の輸入に関してなされた米中合意（2025 年 10 月）の履行については，今後どのようなも

のになるのか（米中合意内容の見直し等が行われるのか）。 

 

（２）仮に，米中合意の履行が実質的に継続することとなった場合には，合意において「中

国は米国産大豆を 2025 年 11 月から 12 月に少なくとも 12 百万トン購入し，2026 年から

2028 年に毎年少なくとも 25 百万トンを購入する」としているが，2025 年については中

国の米国産大豆の輸入量は 10 百万トン未満であり，合意を履行できていない状況である
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ため，中国による今後の大豆の輸入状況により，合意の期限である 2026 年 11 月を待たず

して米中貿易摩擦が再燃する可能性がある。 

 

（３）米国の中国向けの代替的輸出先が複数の新興市場（南アジア，東南アジア，北アフ

リカ）へ分散する傾向が強まっている可能性があるが，2025 年度の最終時点において，ま

た，それ以降も，このような米国産大豆の輸出の構造的変化の動きが定着していくのかど

うか。 

 

（４）米国大豆協会は，大豆の生産者は中国との貿易摩擦による経済的損害を引き続き被

っており，FBA による支払いはそうした損失を補填するには不十分であるとしていること

もあり，米国議会で動きが見られている追加支援について実施されるのかどうか。 

 

 1974 年通商法 122 条に基づく 150 日間の暫定的な追加関税の発動後に，1974 年通商法

301 条等による新たな追加関税の発動があるのかどうか等今後もトランプ政権による貿易

政策がどのように展開されていくのかについて，注視していく必要性が一層高まっている

（2026 年 2 月 21 日時点）。 

 

注(1) 第一次トランプ政権における米中貿易摩擦の経緯と農業支援策については，勝又(2019)(2020)を参照。  

(2)現在の免除制度の延長については，USDA/FAS(2025)を参照。  

(3)米中両国の追加関税の賦課の経緯については，Congressional Research Service(2026)を参照。 

(4) The White House (2025a)を参照。 

(5) The White House (2025b)を参照。 

(6) The White House (2025c)を参照。 

(7) The White House (2025d)を参照。 

(8) The White House (2025e)を参照。 

(9) SUPREME COURT OF THE UNITED STATES を参照。 

(10) The White House (2026)を参照。 

(11) USDA(2025a)を参照。 

(12) 内閣官房(2025)を参照。 

(13) ASA(2025)を参照。 

(14) DTN progressive farmer を参照。 
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